
サービス水準に係るこれまでの意見を踏まえた論点整理

○今後提供するサービス水準について，これまでの懇談会での意見や利用者向けアンケート調査結果，子どもの家連合会（役員会，ブロック会議）での意見を踏まえて，サービス水準のあり方について論点を整理したもの

中項目 小項目
○「基本開設時間」はすべての子どもの家等が開設してい
る。
○一方で，延長時間は，各子どもの家等が実施を判断するこ
とになっている。（ただし，１８時から１９時は別料金とする。）

○一部を除きすべての保育園で，７
時から１９時まで開設している。

○全市で一律の開設時間
○保育園の開設時間と同様の開設時間。ただし，朝の開設時間については７時３０分
（保育園は７時から開所）
（ただし，１８時から１９時は別料金とする。）

➡延長開設については，各子どもの家等が必要性を判断し
実施することになっているため，保護者のニーズに対応でき
ていない子どもの家等がある。

➡保育園は，７時から１９時まで利
用できたが，１９時まで開所してい
ない子どもの家等を利用する場合，
保育園と子どもの家等の間でサー
ビスに差が生じている。

○土曜日開設について，各子どもの家等が必要性を判断し
実施することになっている。（土曜日午後まで開設しているク
ラブ：４７／６６クラブ）
○また，「夏期休業期間の月曜日から土曜日のうち６日間」を
本市実施要綱で休業日としており，多くの子どもの家等で
は，同期間中を休業日としている。

○定められた休業日以外は，「夏
期休業期間の６日間」や土曜日も
含めすべて開設日としている。

➡土曜日開設については，各子どもの家等が必要性を判断
し実施することになっているため，保護者のニーズに対応で
きている子どもの家等とできていない子どもの家等があり，希
望しても利用できない児童がおり，地域間で差が生じている。

➡これらの日に開所していない子
どもの家等を利用する場合，保育
園と子どもの家等の間でサービスに
差が生じている。

○全国水準
［平日終了時刻］
およそ７０％の自治体と同等の水準
を確保することができる。
［土曜，休業時の開始時刻］
およそ７０％の自治体と同等の水準
を確保することができる。

効果　等

開設
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日

主要なサービス 現在の子どもの家等のサービス水準
→参考１「子どもの家等事業のサービスの状況」参照

就学前に受けていたサービス水準
（保育園）

意見を伺いたいサービス水準

○全市で一律の開設日
○保育園の開設日と同様の開設日
（子どもの家ごとに開設を判断していた土曜日を，すべての子どもの家等で開設日）
（本市要綱で定めていた「学校夏期休業期間の月曜日から土曜日のうち６日間」の休業
を廃止）

【休業日】
・日曜日
・祝日
・１２月２９日～１月３日

【土曜日開設の理由】
・父親と母親それぞれの土曜日の就労状況のうち，両親とも就労する世帯は２２％となって
おり，土曜日の利用が必須となっていること。
・現在の子どもの家等の土曜日開設の実態が，５６クラブ（全６６クラブ）でほぼ毎週土曜日
を開設日としていること
【夏期休業期間の６日間休業を廃止の理由】
・サービス業に従事する家庭では，同期間中も両親とも就労する世帯が存在し，同期間中
の利用が必須となっていること。（アンケートの自由記載欄で１７件の意見）
・就学前の保育園で同期間を利用できていたこと

○全国水準
［土曜日開設］
・土曜日を，全市で一律に開設とす
ることにより，中核市３３／４４市と同
等の水準を確保することができる。

［夏期休業の６日間］
・夏期休業の６日間を，全市で一律
に開設とすることにより，中核市３１
／４４市と同等の水準を確保するこ
とができる。

【基本開設時間】
　　・平 　日　　　：１３時～１８時
　　・土曜日　　　：　９時～１７時
　　・学校休業時：　９時～１７時

【延長時間】　　　　　　　　　　　（実施状況）
　　・平   日　　　：１８時～１９時（５７／６６クラブが実施）
　　・土曜日　　　：　８時～　９時（４５／６６クラブが実施）
　　　　　　　　　　　１７時～１８時（３０／６６クラブが実施）
　　・学校休業時：　８時～　９時（６５／６６クラブが実施）
　　　　　　　　　　　１７時～１８時（６６／６６クラブが実施）
　　　　　　　　　　　１８時～１９時（５７／６６クラブが実施）

【開設時間】
　　・保育標準時間：７時～１８時
　　・延長保育時間：１８時～１９時
　　　（１８時から１９時は別料金）

【開設時間】
・平日　　　　 ：放課後　 ～１９時
・土曜日　　　：７時３０分～１９時
・学校休業時：７時３０分～１９時

【７時３０分から開設の理由】
・父親と母親それぞれの始業時刻に通勤時間を加えた時間のうち，遅い方の時間は，１
７％が８時より前の時間となっており，子どもの集団登校の集合時間（７時３０分頃）に合わ
せて就業していることが多いこと
・現在の子どもの家等の開設時間の実態が，７時３０分からの開設が最も早い時間である
こと
【１９時まで開設の理由】
・父親と母親それぞれの終業時刻に通勤時間を加えた時間のうち，早い方の時間は，１
５％が１８時を超える時間となっており，現在の延長開設時間（１８時～１９時）の利用が必
須となっていること。
・現在の子どもの家等の開設時間の実態が１９時まで開設が最も遅い時間であること

○利用者ニーズ
［平日終了時刻］
１９時まで開設することにより，およ
そ９７％の利用者ニーズを満たすこ
とができる。
［土曜，休業時の開始時刻］
７時３０分から開設することにより，
およそ９６％の利用者ニーズを満た
すことができる。

○利用者ニーズ
［土曜日開設］
土曜日を開設することにより，土曜
日に両親とも就労している世帯（２
２％）のニーズを満たすことができ
る。
［夏期休業の６日間］
サービス業に従事する家庭（少なくと
も自由記載欄の１７件）のニーズを
満たすことができる。【実施要綱に規定する事業の休業日】

　・日曜日
　・祝日
　・１２月２９日～１月３日
　・学校夏期休業期間の月曜から土曜日までのうち６日間
　※土曜日午後
　　＝各子どもの家等がニーズを把握し，実施の是非を判断

【休業日】
　・日曜日
　・祝日
　・１２月２９日～１月３日

別紙６



中項目 小項目
効果　等

主要なサービス 現在の子どもの家等のサービス水準
→参考１「子どもの家等事業のサービスの状況」参照

就学前に受けていたサービス水準
（保育園）

意見を伺いたいサービス水準

○各子どもの家等により異なる運営の状況や指導員の配置
状況に応じて，高学年児童の利用の可否や利用頻度が少な
い場合の利用の可否，長期休暇期間中のみの利用の可否な
ど，各子どもの家等が入所判断を行っている。

※対象児童に関する規定は，児童福祉法に「保護者が労働
等により昼間家庭にいない児童」と規定しているのみであり，
それ以外に対象児童に係る判断基準になる規定等はない。

○利用者ニーズ
入所基準を明確に示すことにより，
利用が必要な保護者のニーズを満
たすことができる

➡各子どもの家等が独自に入所判断を行うことになっている
ため，家庭環境や就労状況が同じでも，各子どもの家等によ
り，入所の判断が異なる場合があり，地域間で差が生じてい
る。

➡保育園は利用できたが，通学す
る学区により判断基準が異なるた
め，子どもの家等は利用できない児
童がおり，保育園と子どもの家等間
でサービスに差が生じている。

○市が定める基準に基づき，市民
税所得割課税額により保育料を算
定している。

【階層】
・世帯所得に応じた０円～２７，０００
円までの１６階層の応能負担

○全市で一律の金額
○保護者負担金助成制度による２階層の応能負担の仕組みを継続

○その他，意見を伺いたい事項
　⇒延長時間利用に係る保護者負担金の設定について，現在，応益負担となっているこ
と

○利用者ニーズ
保護者の４６％が「サービスが拡充
するならば，ある程度なら保護者負
担金を増額してもよい」と回答してい
る。
また，保護者負担金が低廉なクラブ
の保護者ほど，増額してもよいと回
答しており，月額７，０００円以下のク
ラブでは，増額しても良いと回答した
割合が高く，月額７，０００円を超える
クラブでは，現状維持が良いと回答
した割合が高くなっている。

➡各子どもの家等が独自に金額設定を行っているため，受け
るサービスが同等でも，支払う保護者負担金が異なり，地域
間で差が生じている。

➡保育園は応能負担の考え方に
基づく保育料で利用できたが，利
用する子どもの家等によって金額
に差があることから，増減が生じて
いる。

○全国水準
【参考】
「放課後児童健全育成事業の事務
手続に関する留意事項」（H28．9.20
通知）
：優先利用の基本的な考え方につい
て，対象として考えられる事項を例
示
⇒・虐待やDＶの恐れがある場合
・疾病，負傷，精神，身体に障がい
・親族の介護，看護していること
・求職活動をしていること
・ひとり親世帯　など

○市が定める基準により，保護者の
就労や子どもの状況を点数化し，
保育の必要性が高い世帯から利用
調整を行い，選考している。

【主な基準指数項目】
　・保育標準時間では，１か月１２０
時間の就労を常態としていること
　・保育短時間では，１か月６４時間
以上の就労を常態としていること
　・虐待やＤＶの恐れがある場合
　・疾病，負傷，精神もしくは身体に
障がいを有していること
　・同居の親族を常時介護，看護し
ていること
　・求職活動をしていること

○各子どもの家等が利用児童数や指導員賃金単価などを基
に，必要な経費を考慮しながら，保護者負担金の金額を設定
することになっている。
○また，１８時以降の延長時間に係る保護者負担金も，各子
どもの家等が，月額，日額による徴収や１時間，３０分，１５分
などの単位で，実情に応じた金額を設定している。（応益負
担）
○なお，平成２９年度から，すべての子どもの家等において，
年収約３６０万円未満世帯などの生活困窮世帯（生活保護受
給世帯，就学援助対象世帯）については，上限５，０００円／
月を助成する保護者負担金助成制度による応能負担を導入
している。

【保護者負担金】（おやつ代を含む）
　・最高額：１０，０００円　・最低額：５，５００円
　・平均額：７，７８２円（年会費等を含む月当たりの金額）

○全国水準
中核市平均：９，１４６円
※公設公営，公設民営方式で保護
者負担金とおやつ代が統一されて
いる中核市１７市の平均額

入所基準

○放課後等の時間に家庭での保育ができないすべての児童を対象
（子どもの家等の利用が必要な児童が確実に利用できるよう，利用日数の多少や長期休
暇期間中のみの利用に関わらず利用できる。）

【入所基準】
・就労等により，放課後や長期休業期間等に保護者が家庭での保育ができない児童
※就労等には，保育園と同様に，就労以外に下記も含む。
　・虐待やDＶの恐れがある場合
　・疾病，負傷，精神もしくは身体に障がいを有していること
　・同居の親族を常時介護，看護していること
　・求職活動をしていること　など

保護者
負担金


